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重要事項説明書 
ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設 

特別養護老人ホームこもれびの里 緑ヶ丘（サテライト型） 
 

当事業所は、入居者に対してユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設サービス（以下「施

設サービス」という。）を提供します。事業所の概要や提供される施設サービスの内容、契約上

のご注意いただきたいことを次のとおり説明します。 

 

１．事業所経営法人 

（１）法 人 名  社会福祉法人きたの愛光会 

（２）法 人 所 在 地  北海道北見市北光２８０番地７ 

（３）電 話 番 号  ０１５７－６８－１１６５ 

（４）代 表 者 氏 名  理事長 関 建久 

（５）設 立 年 月 日  平成１０年１２月 

 

２．事業所の概要 

（１）事 業 所 の 種 類   ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設 

平成２４年１月１０日指定  事業所番号：０１９５００２９６９ 

（２）事 業 所 の 目 的    地域密着型介護老人福祉施設は、介護保険法令に従い、ご入居者

がその有する能力に応じ可能な限り自立した日常生活を営むこと

ができるように支援することを目的として、ご入居者に、日常生活

を営むために必要な居室および共用施設等をご利用いただき、施設

サービスを提供します。 

本事業所は、身体上又は認知症等により常時の介護を必要とし、

かつ居宅においてこれを受けることが困難な方がご利用いただけま

す。 

（３）事 業 所 の 名 称   特別養護老人ホームこもれびの里緑ヶ丘（サテライト型） 

（本体施設：特別養護老人ホームこもれびの里） 

（４）事業所の所在地  北海道北見市緑ヶ丘１丁目９番１１号 

（５）電 話 番 号  ０１５７－５７－３７１６ 

（６）管理者(施設長)  氏 名  大栄 一裕 

（７）事業所の運営方針 

ア．事業所において提供する介護サービスは、介護保険法並びに関係する厚生省令、告示の

趣旨及び内容に沿ったものとします。 

イ．居宅における生活への復帰を念頭に置いて、入居前の居宅における生活が連続したもの

となるよう配慮しながらご入居者が相互に社会的関係を築き自立的な日常生活を営む事が

できるようにすることを目指します。 

ウ．入居者の人格を尊重し、常に入居者の立場に立った施設サービスの提供に努めると共に、

入居者及びそのご家族のニーズを的確に捉え、個別に施設サービス計画を作成することに

より、入居者が必要とする適切な施設サービスを提供することとします。 

エ．入居者又はその家族に対し、施設サービスの内容及び提供方法について分りやすく説明

いたします。 

オ．適切な介護技術をもって施設サービスを提供します。 

カ．常に、提供したサービスの質の管理、評価を行います。 

（８）開 設 年 月 日     平成２４年１月１０日 

（９）入 居 定 員     ２９名 

（10）第三者評価の実施状況   実施無し 
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３．ユニット及び共有部分の居室等の概要 

（１）事業所では以下の居室・設備をご用意しています。 

（２）ユニット数は、３ユニットで入居定員は、次のとおりです。 

○入居定員：１０名×２ユニット  

○入居定員： ９名×１ユニット 

（３）入居される居室は、全て１人部屋となっています。 

居室・設備の種類 室 数 備    考 

居   室 （１人部屋） 

 ユニット内 

トイレ 

浴室 

トイレ 

ホール 

談話室 

特殊浴室 

看護室 

２９室 

 ３室 

 ６室 

 ３室 

 ２室 

 １室 

 １室 

 １室 

１室 

洗面台付き 

 各ユニットに共同生活室・キッチン 

各ユニットに２室 

各ユニットに１室 

男女別各１室 

 

 

特殊浴槽（機械浴）   

 

ア．上記は、厚生労働省が定める基準により必置が義務づけられている施設・設備です。 

イ．入居者又はその家族から居室の変更希望の申し出があった場合には、居室の空き状況

により事業所でその可否を決定します。また、入居者の心身の状況により居室を変更す

る場合があります。その際には入居者及びその家族と協議のうえ決定するものとします。 

 

４．職員の配置状況 

   当事業所では、入居者に対して施設サービスを提供する職員として以下の職種の職員を配

置しています。 

    ＜ 主な職員の配置状況＞ 

職    種 常勤換算 指定基準 

１．管理者（施設長）（兼務） 

２．介護支援専門員 （兼務） 

３．介 護 職 員 

４．ユニットリーダー（兼務） 

５．看 護 職 員 （兼務） 

６．機能訓練指導員 （兼務） 

７．医師（嘱託医） （非常勤） 

８．管 理 栄 養 士    

９. 歯 科 衛 生 士 

（１）名 

 （１）名 

    １５名 

（３）名 

    ２ 名 

 （１）名 

１ 名 

１ 名 

（１）名 

１名 

１名 

１０名 

３名 

１名 

１名 

１名 

１名 

――― 

     ※ 職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

 

    ＜ 主な職員の勤務体制 ＞ 

職    種 勤  務  体  制 

１．医 師（嘱託医） 毎週水曜日   ９：００ ～ １０：００ 

２．介 護 職 員 早  出    ７：００ ～ １６：００   

日  勤    ８：３０ ～ １７：３０   

遅  出   １１：３０ ～ ２０：３０   

夜  勤   １７：３０ ～  ９：３０   

３．看 護 職 員 日  勤    ８：３０ ～ １７：３０   
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５．事業所が提供するサービスと利用料金 

（１）事業所では、入居者に対して以下のサービスを提供します。（契約書第３条参照） 

１）居室の提供 

ア．事業所の居室は、全て個室（一人部屋）となっています。 

イ．利用する居室は、入居契約書に定めた居室となります。この居室を変更する場合には、

「利用居室変更承諾書」を提出していただきます。 

２）食事及び栄養管理 

ア．事業所では、管理栄養士の立てる献立表により、栄養並びに入居者の身体の状況およ

び嗜好を考慮した食事を提供します。 

イ．入居者の自立支援のため離床して共同生活室にて食事をとっていただくことを原則と

していますが、体調やご希望により居室で対応することも可能です。 

ウ．入居者の栄養状態の維持及び改善を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、

入居者の状態に応じて栄養管理を行います。  

エ．入居者の基本的な生活行為であり、生きる意欲や楽しみに繋がる『口から食べること』

を支援いたします。 

オ．疾病治療の目的として、医師の発行する指示（食事箋）に基づいて、次の療養食を提

供する場合があります。 

   ※療養食：糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、

痛風病食及び特別な場合の検査食が該当します。 

（ 食 事 時 間 ） 

      ・朝    食    ８：００ ～  ８：４５ 

      ・昼    食   １２：００ ～ １２：４５ 

      ・夕    食   １７：３０ ～ １８：１５ 

３）入浴 

ア．入浴又は清拭を週２回行います。 

イ．寝たきりの方でも機械浴槽（特浴）を使用して入浴することができます。 

４）排泄 

排泄の自立を促すため、入居者の身体能力を最大限活用した援助を行います。 

５）機能訓練 

機能訓練指導員により、入居者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るために必要

な機能の回復またはその減退を防止するための訓練を実施します。 

６）健康管理 

     医師や看護職員が、健康管理を行います。 

７）その他自立への支援 

ア．寝たきり防止のため、できるかぎり離床に配慮します。 

イ．生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。 

ウ．清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行われるよう援助します。 

   エ．口腔衛生の管理体制を整備し、各入居者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行

います。 

 

（２）事業所が提供する介護給付対象サービスの利用料（契約書第６条参照） 

  １）次の料金表によって、入居者の要介護度及び介護保険負担割合証に記載されている負担

割合によりご負担いただきます。 

○ユニット型地域密着型介護福祉施設サ－ビス費（Ⅰ） 

要介護度 
一日当たりの 

利用料金 

一日当たりの自己負担額 

負担割合１割 負担割合２割 負担割合３割 

要介護１ ６,８２０円 ６８２円 １,３６４円 ２,０４６円 

要介護２ ７,５３０円 ７５３円 １,５０６円 ２,２５９円 

要介護３ ８,２８０円 ８２８円 １,６５６円 ２,４８４円 
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要介護４ ９,０１０円 ９０１円 １,８０２円 ２,７０３円 

要介護５ ９,７１０円 ９７１円 １,９４２円 ２,９１３円 

ア．利用者が法定代理受領サービスに該当しない指定密着型介護老人福祉施設入居者生活介護を利

用した場合は、利用料金の全額をいったんお支払いいただきます。その際、提供した指定密着型

介護老人福祉施設入居者生活介護の内容、費用その他必要と認められる事項を記載した「サービ

ス提供証明書」を交付します。 

イ．介護保険からの給付額に変更があった場合及び要介護度に変更があった場合並びに介護保険負

担割合証に変更があった場合には、変更された額に合わせて、入居者の負担額を変更します 

 

２）居住費、食費の負担限度額（日額） 

   居住費・食費に係る額は、「介護保険負担限度額認定制度」により認定を受けた認定証に記載

している負担限度額（表に掲げる）になります。また、認定証の交付を受けていない入居者は、

基準費用額（第４段階）になります。 

     食 費（基準費用額）    一日当り  １,４４５円 

     居住費（基準費用額）    一日当り  ２,０６６円 

負担段階 居 住 費 食 費 

第１段階 ８８０円 ３００円 

第２段階 ８８０円 ３９０円 

第３段階① １,３７０円 ６５０円 

第３段階② １,３７０円 １,３６０円 

第４段階 ２,０６６円 １,４４５円 

 

３）介護給付サービス加算 
ア．上記サービス利用料金の他、次の介護給付サービス加算をご負担いただきます。 

イ．加算の算定にあたりましては、職員の体制、サービスの提供状況により算定する項目が変更

になる場合があります。 

加 算 種 別 加 算 額 
自 己 負 担 額 

負担割合１割 負担割合２割 負担割合３割 

日常生活継続支援加算（Ⅱ） ４６０円／日 ４６円 ８２円 １３８円 

看護体制加算（Ⅰ）イ １２０円／日 １２円 ２４円 ３６円 

看護体制加算（Ⅱ）イ ２３０円／日 ２３円 ４６円 ６９円 

夜勤職員配置加算（Ⅱ）イ ４６０円／日 ４６円 ９２円 １３８円 

夜勤職員配置加算（Ⅳ）イ ６１０円／日 ６１円 １２２円 １８３円 

生活機能向上連携加算（Ⅰ） １,０００円／月 １００円 ２００円 ３００円 

生活機能向上連携加算（Ⅱ） ２,０００円／月 ２００円 ４００円 ６００円 

個別機能訓練加算（Ⅰ） １２０円／日 １２円 ２４円 ３６円 

個別機能訓練加算（Ⅱ） ２００円／月 ２０円 ４０円 ６０円 

個別機能訓練加算（Ⅲ） ２００円／月 ２０円 ４０円 ６０円 

ＡＤＬ維持加算（Ⅰ） ３００円／月 ３０円 ６０円 ９０円 

ＡＤＬ維持加算（Ⅱ） ６００円／月 ６０円 １２０円 １８０円 

若年性認知症入所者受入加算 １,２００円／日 １２０円 ２４０円 ３６０円 

専従の常勤医師の配置に係る加算 ２５０円／日 ２５円 ５０円 ７５円 

精神科を担当する医師に係る加算 ５０円／日 ５円 １０円 １５円 

障害者生活支援体制加算（Ⅰ） ２６０円／日 ２６円 ５２円 ７８円 
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障害者生活支援体制加算（Ⅱ） ４１０円／日 ４１円 ８２円 １２３円 

外泊時加算 ２,４６０円／日 ２４６円 ４９２円 ７３８円 

外泊時在宅サービス利用の費用 ５,６００円／日 ５６０円 １,１２０円 ２,２４０円 

初期加算 ３００円／日 ３０円 ６０円 ９０円 

退所時栄養情報連携加算 ７００円／月 １４０円 １４０円 ２１０円 

再入所時栄養連携加算 ２,０００円／回 ２００円 ４００円 ６００円 

退所前訪問相談援助加算 ４,６００円／回 ４６０円 ９２０円 １,３８０円 

退所後訪問相談援助加算 ４,６００円／回 ４６０円 ９２０円 １,３８０円 

退所時相談援助加算 ４,０００円／回 ４００円 ８００円 １,２００円 

退所前連携加算 ５,０００円／回 ５００円 １,０００円 １,５００円 

退所時情報提供加算 ２,５００円／回 ２５０円 ５００円 ７５０円 

協力医療機関連携加算（Ⅰ） 

 令和７年３月３１日まで 
１,０００円／月 １００円 ２００円 ３００円 

協力医療機関連携加算（Ⅰ） 

 令和７年４月１日以降 
５００円／月 ５０円 １００円 １５０円 

協力医療機関連携加算（Ⅱ） ５０円／月 ５円 １０円 １５円 

栄養マネジメント強化加算 １１０円／日 １１円 ２２円 ３３円 

経口移行加算 ２８０円／日 ２８円 ５６円 ８４円 

経口維持加算（Ⅰ） ４,０００円／月 ４００円 ８００円 １,２００円 

経口維持加算（Ⅱ） １,０００円／月 １００円 ２００円 ３００円 

口腔衛生管理加算（Ⅰ） ９００円／月 ９０円 １８０円 ２７０円 

口腔衛生管理加算（Ⅱ） １,１００円／月 １１０円 ２２０円 ３３０円 

療養食加算 ６０円／回 ６円 １２円 １８円 

特別通院送迎加算 ５,９４０円／月 ５９４円 １,１８８円 １,７８２円 

配置医師緊急時対応加算 
６,５００円／回 ６５０円 １,３００円 １,９５０円 

１３,０００円／回 １,３００円 ２,６００円 ３,９００円 

看取り 

介護加算 

（Ⅰ） 

死亡日以前３１日

以上４５日以下 
７２０円／日 ７２円 １４４円 ２１６円 

死亡日以前４日以上 

３０日以下 
１,４４０円／日 １４４円 ２８８円 ４３２円 

死亡日の前日及び

前々日 
６,８００円／日 ６８０円 １,３６０円 ２,０４０円 

死亡日 １２,８００円／日 １,２８０円 ２,５６０円 ３,８４０円 

看取り 

介護加算 

（Ⅱ） 

死亡日以前３１日 

以上４５日以下 
７２０円／日 ７２円 １４４円 ２１６円 

死亡日以前４日以上

３０日以下 
１,４４０円／日 １４４円 ２８８円 ４３２円 

死亡日の前日及び

前々日 
７８０円／日 ７８円 １５６円 ２３４円 

死亡日 １５,８００円／日 １,５８０円 ３,１６０円 ４,７４０円 

在宅復帰支援機能加算 １００円／日 １０円 ２０円 ３０円 
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在宅・入所相互利用加算 ４００円／日 ４０円 ８０円 １２０円 

小規模拠点集合型施設加算 ５００円／日 ５０円 １００円 １５０円 

認知症専門ケア加算（Ⅰ） ３０円／日 ３円 ６円 ９円 

認知症専門ケア加算（Ⅱ） ４０円／日 ４円 ８円 １２円 

認知症チームケア推進加算（Ⅰ） １,５００円／月 １５０円 ３００円 ４５０円 

認知症チームケア推進加算（Ⅱ） １,２００円／月 １２０円 ２４０円 ３６０円 

認知症行動・心理症状緊急対応加算 ２,０００円／日 ２００円 ４００円 ６００円 

褥瘡マネジメント加算（Ⅰ） ３０円／月 ３円 ６円 ９円 

褥瘡マネジメント加算（Ⅱ） １３０円／月 １３円 ２６円 ３９円 

排せつ支援加算（Ⅰ） １００円／月 １０円 ２０円 ３０円 

排せつ支援加算（Ⅱ） １５０円／月 １５円 ３０円 ４５円 

排せつ支援加算（Ⅲ） ２００円／月 ２０円 ４０円 ６０円 

自立支援促進加算 ２,８００円／月 ２８０円 ５６０円 ８４０円 

科学的介護推進体制加算（Ⅰ） ４００円／月 ４０円 ８０円 １２０円 

科学的介護推進体制加算（Ⅱ） ５００円／月 ５０円 １００円 １５０円 

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ） １００円／月 １０円 ２０円 ３０円 

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ） ５０円／月 ５円 １０円 １５円 

新興感染症等施設療養費 ２,４００円／日 ２４０円 ４８０円 ７２０円 

生産性向上推進体制加算（Ⅰ） １,０００円／月 １００円 ２００円 ３００円 

生産性向上推進体制加算（Ⅱ） １００円／月 １０円 ２０円 ３０円 

安全対策体制加算 ２００円／回 ２０円 ４０円 ６０円 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） ２２０円／日 ２２円 ４４円 ６６円 

サービス提供体制強化加算（Ⅱ） １８０円／日 １８円 ３６円 ５４円 

サービス提供体制強化加算（Ⅲ） ６０円／日 ６円 １２円 １８円 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 
基本料金と各種加算の合計額の１４.０％に相当する額の１割又は２割又は３

割をお支払い頂きます。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 
基本料金と各種加算の合計額の１３.６％に相当する額の１割又は２割又は３

割をお支払い頂きます。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 
基本料金と各種加算の合計額の１１.３％に相当する額の１割又は２割又は３

割をお支払い頂きます。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 
基本料金と各種加算の合計額の９.０％に相当する額の１割又は２割又は３割

をお支払い頂きます。 

※日常生活継続支援加算は、居宅での生活が困難であり、当施設への入居の必要性が高いと認められる重度の要

介護状態の者や認知症である者等を積極的に受け入れるとともに、介護福祉士資格を持つ職員を手厚く配置し、

質の高い介護老人福祉施設入所者生活介護を提供した場合に算定します。 

※看護体制加算は、看護職員の体制について手厚い人員体制をとっている場合に算定します。 

※夜勤職員配置加算は、夜間及び深夜の時間帯について手厚い人員体制をとっている場合に算定します。 

※生活機能向上連携加算は、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又は医療

提供施設の理学療法士等の助言に基づき又は当施設を訪問し、機能訓練指導員等と共同して入居者ごとに個別

機能訓練計画を作成し、計画的に機能訓練を実施している場合に算定します。 

※個別機能訓練加算は、多職種共同にて個別機能訓練計画を作成し、計画的に機能訓練を行った場合に算定しま

す。当該加算を算定している入居者について、個別機能訓練計画の情報を厚生労働省に提出し、機能訓練の実施

に当たって当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用した場合に当該加算（Ⅱ）

を合わせて算定します。また、口腔衛生管理加算（Ⅱ）及び栄養マネジメント強化加算を算定している場合当該

加算（Ⅲ）を合わせて算定します。 
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※ＡＤＬ維持加算は、利用者の自立支援・重度化防止に繋がるサービスの提供を行い、評価期間の中でＡＤＬの維

持または改善の度合いが一定の水準を超えている事場合に、算定します。 

※若年性認知症入所者受入加算は、若年性認知症（40 歳から 64 歳まで）の入居者を対象に介護老人福祉施設入所

者生活介護を行った場合に算定します。 

※専従の常勤医師の配置に係る加算は、常勤の医師を 1 名以上配置している場合に算定します。 

※精神科を担当する医師に係る加算は、認知症の入居者が全入居者の３分の１以上を占め、精神科を担当する医

師により定期的な療養指導が月に２回以上行われている場合、算定します。 

※障害者生活支援体制加算は、視覚障害者等である入居者の数が 15 以上であって、障害者生活支援員として専従

する常勤の職員を必要数配置している場合に算定します。 

※入居者が、外泊又は入院した場合に１ヶ月に６日を限度として算定します。 

※外泊時在宅サービス利用の費用は、入居者の病状及び身体の状況に照らし、医師、看護・介護職員等により、居

宅において在宅サービス利用を行う必要性があるか検討を行い、施設の介護支援専門員が、外泊時利用サービ

スに係る在宅サービスの計画を作成し施設の職員等が居宅サービスを提供した場合に算定します。 

※初期加算は、入居した日から起算して 30 日以内の期間及び 30 日を超える入院後に再び当施設に戻られた場合

に算定します。 

※退所時栄養情報連携加算は、厚生労働大臣が定める特別食を必要とする入居者又は低栄養状態にあると医師が

判断した入居者に対し、管理栄養士が退所先の医療機関に対して、当該入居者の栄養管理に関する情報を提供

した場合１月に１回を限度として算定します。 

※協力医療機関連携加算は、施設と協力医療機関において、入居者の現病歴等の情報共有を行う会議を定期的に

開催し、協力医療機関が次の➀から③の体制を整えている場合に算定します。 

➀入居者の病状が急変した場合等、医師又は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保していること。 

➁施設からの診療の求めの応じ、診療を行う体制を常時確保していること。 

③入居者の病状が急変した場合等、入院を要すると認められた入居者の入院を原則として受け入れる体制を

確保していること。 

※再入所時栄養連携加算は、当施設に入居していた者が退居し病院又は診療所に入院後、再度当施設に入居する

際、当初に入居していた時と再入居時で栄養管理が異なる場合に、当施設の管理栄養士が入院先の病院等の管

理栄養士と連携し、栄養ケア計画を策定した場合に算定します。 

※退所前訪問相談援助加算は、入居期間が１月を超えると見込まれる入居者の退居に先だって、介護支援専門員、

生活相談員等が、入居者が退居後生活する居宅を訪問し、入居者及び家族に対して退居後の居宅サービス等に

ついて相談援助を行った場合に算定します。 

※退所後訪問相談援助加算は、退居後 30 日以内に入居者の居宅を訪問し、入居者及びその家族等に対して相談援

助を行った場合に算定します。 

※退所時相談援助加算は、入居期間が１月を超える入居者が退居し、その居宅において居宅サービス等を利用す

る場合、退居時に入居者及びその家族等に対して退居後の居宅サービス等について相談援助を行い、かつ、当該

入居者の同意を得て、退居から２週間以内に退居後の居住地の市町村及び老人介護支援センターに対して入居

者の介護状況を示す文書を添えて入居者に係る居宅サービス等に必要な情報を提供した場合に算定します。 

※退所前連携加算は、入居期間が１月を超える入居者が退居し、その居宅において居宅サービス等を利用する場

合に、退居に先立ち入居者が利用を希望する居宅介護支援事業者に対して、当該入居者の同意を得て、入居者の

介護状況を示す文書を添えて入居者に係る居宅サービス等に必要な情報を提供し、居宅介護支援事業者と連携

して退居後の居宅サービス等の利用に関する調整を行った場合、算定します。 

※退所時情報提供加算は、医療機関へ退所する入居者等について、退所後の医療機関に対して入居者等を紹介す

る際に、入居者等の同意を得て、当該入居者等の心身の状況、生活歴津を示す情報を提供した場合に、入居者等

１人につき１回限り算定します。 

※栄養マネジメント強化加算は、低栄養状態にある入居者又は低栄養状態のおそれのある入居者に対して、医師、

歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して作成した栄養ケア計画に従い、当

該入居者の栄養管理をするための食事の観察を定期的に行い、当該入居者ごとの栄養状態、心身の状況及び嗜

好を踏まえた食事の調整等を行った場合に算定します。 

※経口移行加算は、医師の指示に基づき多職種共同にて、現在経管による食事摂取をしている入居者ごとに経口

移行計画を作成し、それに基づき管理栄養士等による支援が行われた場合、算定します。ただし、栄養マネジメ

ント加算を算定していない場合は、算定しません。 

※経口維持加算は、現在食事を経口摂取しているが摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる入居者に対し、医師又

は歯科医師の指示に基づき多職種共同にて食事観察及び会議等を行い、入居者ごとに経口維持計画を作成し、

それに基づき、医師又は歯科医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士が、栄養管理を行っている場合に算定

します。ただし、経口移行加算を算定している場合若しくは栄養マネジメント加算を算定していない場合は、算

定しません。 

※口腔衛生管理加算は、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言及び指導に基づき、入居

者の口腔衛生等の管理に係る計画を作成していること及び歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が入居者に対し、

口腔衛生等の管理を月２回以上行うとともに、歯科衛生士が、口腔衛生等の管理について、技術的助言及び指導

を介護職員に対して行った場合に算定します。 

※療養食加算は、疾病治療のため医師の発行する食事箋に基づき糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血

食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食及び特別な場合の検査食を提供した場合に算定します。 
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※特別通院送迎加算は、透析を要する入居者で、その家族や病院等による送迎が困難である等やむを得ない事情

がある入居者に対して、１月に１２回以上、通院のため送迎を行った場合に算定します。 

※配置医師緊急時対応加算は、当施設の配置医師が求めに応じ早朝、夜間又は深夜に当施設を訪問して入居者に

対して診療を行った場合、その時間帯に応じて算定します。 

※看取り介護加算は、看取りに関する指針を定め、医師が一般的な医学的見地に基づき回復の見込みがないと診

断した入居者に対して、多職種共同にて介護に係る計画を作成し、入居者又は家族の同意のもと、入居者がその

人らしく生き、その人らしい最後を迎えられるように支援した場合に算定します。 

※在宅復帰支援機能加算は、入居者の家族と連絡調整を行い、入居者が利用を希望する居宅介護支援事業者に対

して、入居者に係る居宅サービスに必要な情報の提供、退居後の居宅サービスの利用に関する調整を行ってい

る場合に算定します。 

※在宅・入所相互利用加算は、可能な限り在宅生活を継続できるよう複数の者であらかじめ在宅期間及び入居期

間を定めて当施設の居室を計画的に利用する場合に、該当の入居者に対して算定します。 

※小規模拠点集合型施設加算は、同一敷地内に複数の居住単位を設けて、運営している施設において５人以下の

居住単位の入居者に算定します。 

※認知症専門ケア加算は、日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められる認知症の入居者に対し

て、専門的な認知症ケアを行った場合に算定します。 

※認知症行動・心理症状緊急対応加算は、医師が認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難

であり、緊急に指定介護福祉施設サービスを利用することが適当であると判断した入居者に対し、サービスを

提供した場合に算定します。 

※認知症チームケア推進加算は、認知症の行動・心理症状の発現を未然に防ぐため、あるいは出現時に早期に対応

するための体制を整えチームケアに取り組んでいる場合に算定します。 

※褥瘡マネジメント加算は、入居者ごとに褥瘡の発生とリスクを評価し、多職種共同にて褥瘡ケア計画を作成し、

そのケアの内容や状態を記録するなどの褥瘡管理を実施している場合に算定します。 

※排せつ支援加算は、排せつに介護を要する入居者に、適切な対応を行うことで要介護状態の軽減もしくは悪化

の防止が見込まれると医師又は医師と連携した看護師が判断した場合、多職種共同にて、当該入居者が排せつ

に介護を要する原因を分析し、それに基づく支援計画を作成し、当該支援計画に基づく支援を継続して実施し

た場合に算定します。 

※自立支援促進加算は、医師が入居者ごとに、自立支援のために特に必要な医学的評価を入居時に行うとともに

定期的に医学的評価の見直しを行い、自立支援に係る支援計画等の策定に参加しているとともに、多職種が共

同して自立支援に係る支援計画を策定し、この計画に従ったケアを行った場合に算定します。 

※科学的介護推進体制推進加算は、入居者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の入居者の

心身の状況等に係る基本的な情報、（当該加算Ⅱでは、加えて疾病の状況等）を厚生労働省に提出するとともに、

施設サービス計画を見直し、サービス提供の提供に当たって当該情報を活用している場合に算定します。 

※高齢者施設等感染対策向上加算は、施設内で感染者が発生した場合に、感染者の対応を行う医療機関との連携

の上で、施設内で感染者の療養を行うことや、他の入居者等への感染拡大を防止する体制を確保している等対

応を行っている場合に加算します。 

※新興感染症等施設療養費は、入居者が厚生労働大臣が定める新興感染症に感染した場合に相談対応、診療、入院

調整等を行う医療機関を確保し、かつ、当該感染症に感染した入居者に対し、適切な感染対策を行い、介護サー

ビスを行った場合に、１月に１回、連続する５日を限度に算定します。 

※生産性向上推進体制加算は、入居者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を

検討するための委員会の開催や必要な安全対策を講じた上で、見守り機器等のテクノロジーを導入し、生産性

ガイドラインの内容に基づいた業務改善を継続的に行い、一定期間ごとに、業務改善の取組によるデータを活

用等している場合に算定します。 

※安全対策体制加算は、外部の研修を受けた担当者を配置して、施設内に安全対策部門を設置し、組織的に安全対

策を実施する体制を整備している場合に算定します。 

※サービス提供体制強化加算は、厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして届け出た施設が、入居者

に対して介護福祉施設サービスを行った場合に算定します。 

※介護職員等処遇改善加算は、介護職員等の処遇を改善するために賃金改善や資質の向上等の取り組みを行う事

業所に認められる加算です。（区分支給限度基準額の対象外となります。） 

 

（３）介護保険の給付対象とならないサービスと利用料（契約書第４条、第７条参照） 

    以下のサービスは、利用料金の全額が入居者の負担となります。 

１）特別な居室 

特別養護老人ホームこもれびの里緑ヶ丘には、特別な居室はございません。 

  ２）特別な食事（酒を含みます） 

     入居者及びその家族の希望に基づいて、特別な食事を提供した場合。 

      ○利 用 料 金 ： 要した費用の実費 

  ３）居室の管理（契約書第１９条・第２２条参照） 

入院又は外泊の場合は、５．（２）２）の居住費の額を負担していただきます。 
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なお、介護保険負担額認定証の交付を受けている方（生活保護を受けている方は除く）

は、負担段階に応じた額となります。生活保護を受給されている方は、当事業所におい

て、北見市長又は北海道オホーツク総合振興局等行政機関に請求の手続きを行いますので

自己負担はありません。 

４）理・美容サービス 

     ア．月に１回、理容師の出張により、理髪サービス（調髪・顔剃） 

○利 用 料 金 ： １回当り １,５００円から（顔剃 追加料金５００円） 

イ．美容師の出張により、美容サービス（事業所の体制が整っている場合）  

○利 用 料 金 ：  １回当り ２,０００円（カット）から 

５）預り金・貴重品等の管理 

  保管管理者：施設長 

    ① 入居者及びその家族の希望により、事業所に金銭を預けることができます。 

ア．管理する金銭の形態： 事業所の指定する金融機関に預け入れている預金 

     イ．お預かりするもの ： 上記預貯金通帳と金融機関へ届け出た印鑑、 

     ウ．出 納 方 法 ：  手続きの概要は以下のとおりです。 

A 預金の預け入れ及び引き出しが必要な場合、備え付けの届出書を保管管理者へ提

出していただきます。 

B保管管理者は上記届け出の内容に従い、預金の預け入れ及び引き出しを行います。 

C保管管理者は出入金の都度、出入金記録を作成しその写しを入居者へ交付します。 

○預り金事務手数料 ： 1月当たり ５００円 

    ② 医療保険被保険者証、介護保険被保険者証等の預かり 

      医療機関への通院、介護保険更新申請等の行政手続き等により、事業所に預けるこ

とができます。 

    ③ その他貴重品・有価証券・年金証書等については、ご相談ください。 

６）レクリエーション、クラブ活動 

     入居者の希望によりレクリエーションやクラブ活動等に参加していただくことができ

ます。なお、利用料金として材料代等の実費をいただきます。 

   ア．主なレクリエーション等の行事予定 

新年会、節分、ひな祭り、花見、家族焼肉会、敬老会、クリスマス会、餅つき、 

避難訓練、笑いヨガ等。 

イ．クラブ活動 ：材料費等の実費を頂きます。 

７）複写物の交付 

     入居者及びその家族は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧することができ

ます。また、複写物を必要とする場合には当法人の個人情報規程に準じて実費をご負担

いただきます。 

  ８）使用料 

     各居室に設置してあるテレビの使用申し込み又はテレビ・冷蔵庫の持込みをした場合

次のとおり使用料をご負担いただきます。 

         ○テレビ ： １日当たり  ７０円 

         ○冷蔵庫 ： １日当たり  ３０円 

    ※使用状況に関わらず使用申込日より使用料をいただきます。 

    ※持込の場合の設置及び撤去並びに修理・処分に係る費用は、各人の負担になります。 

９）日常生活費 

入居者が日常生活上において、通常必要となるものに係る費用であって、入居者にご

負担いただくことが適当と認められる費用。但し、おむつ代は、介護保険給付対象とな

っていますので、ご負担の必要はありません。 

10）入居者の送迎に係る費用 

     入居者の医療機関への通院や入退院時の送迎を行います。 
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＊北見市内（留辺蘂・常呂を除く）の送迎については、負担はありません。 

 但し、透析を要する通院のため送迎を行った場合は、介護給付サービス加算の「特

別通院送迎加算」を負担いただきます。 

＊北見市外の送迎については、ご相談ください。 

11）契約書第２０条に定める所定の料金 

入居者が、契約終了後も居室を明け渡さない場合に、本来の契約終了日から、現実に

居室が明け渡された日までの期間に係る料金を下記の表にて、負担いただきます。 

また、入居者が、要介護認定で自立または要支援と判定された場合は、下記のとおり

とします。 

要介護度 
一日あたりの 

利用料金 

自立・要支援 ６,８２０円 

要介護１ ６,８２０円 

要介護２ ７,５３０円 

要介護３ ８,２８０円 

要介護４ ９,０１０円 

要介護５ ９,７１０円 

（４）利用料金のお支払い方法（契約書第６条参照） 

前記（２）、（３）の料金は、１ヶ月ごとに計算しご請求しますので、下記のアからウの

中から選択のうえ、翌月の末日までにお支払い下さい。 

なお、１ヶ月に満たない期間のサービスに関する利用料金は、利用日数に基づいて計算 

した金額を月末締めでご請求しますので、同様にお支払い下さい。 

ア．自動引き落とし 

    指定金融機関 ：ゆうちょ銀行 

引き落とし日 ：毎月２７日 

※引き落とし日が休業日の場合は、翌営業日になります。 

イ．下記指定口座への振り込み 

    金融機関名：北見信用金庫 本店 

預金種類 ：普通預金 

口座番号 ：０９４３８７０ 

    口座名義 ：社会福祉法人きたの愛光会 

ウ．窓口（事業所）での現金支払 

お支払い窓口は、北見市北光所在の「こもれびの里」になります。 

（５）入居中の医療の提供について 

１）医療を必要とする場合は、入居者及びその家族の希望により、下記協力医療機関において、

診療や入院治療を受けることができます。（但し、下記医療機関での優先的な診療を保証する

ものではありません。また、下記医療機関での診療・入院治療を義務づけるものではありま

せん。） 

ア．協力医療機関 

医 療 機 関 の 名 称  

所 在 地 

電  話  番  号 

診 療 科 

医療法人煌生会 北見循環器クリニック 

〒090-0836 北見市東三輪３丁目１７番地１ 

0157-31-5800 

循環器科 内科 人工透析科 

医 療 機 関 の 名 称  

所 在 地  

電  話  番  号 

医療法人社団高翔会 北星記念病院 

〒090-0837 北見市中央三輪２丁目３０２番地１ 

0157－51－1234 
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診 療 科 脳神経外科 循環器内科 神経内科 歯科口腔外科 

イ．協力歯科医療機関 

院         名 

代    表    者 

所    在    地 

電  話   番  号 

岡田歯科医院 

医院長 岡田一哉 

〒090-0054 北見市双葉町１丁目１番８号 

0157-36-8140 

院         名 

代    表    者 

所    在    地 

電  話   番  号 

大島歯科医院 

医院長 大島康男 

〒090-0044 北見市北 4条 2丁目 

0157-23-3420 

 

２） 入居中に、医療機関への入院の必要が生じた場合の対応は、以下の通りです。 

ア．治療入院等の場合 

外泊時費用として、所定の利用料金をご負担いただきます。（契約書第１９条参照） 

イ．３ヶ月以内の入院の場合 

３ヶ月以内に退院される場合には、原則当事業所に入居することができます。 

ウ．３ヶ月以内の退院が見込まれない場合又は超えた場合 

     ３ヶ月以内の退院が見込まれない場合又は超えた場合は、契約を解除いたします。 

この場合には、当事業所に優先的に入居することはできません。 

 

６．事業所を退居していただく場合（契約の終了について）（契約書第１４条参照） 

（１）入居契約書では、契約が終了する期日は特に定めておりません。しかし、以下の事由に該

当するに至った場合には、事業所との契約は終了し、入居者に退居していただくことになり

ます。 

ア．入居者が死亡した場合 

イ．要介護認定により入居者の心身の状況が自立又は要支援と判定された場合 

ウ．平成２７年４月１日以降に入居し、入居後に要介護１又は２に変更になった場合は退

居となります。但し、特例入所が認められた場合は、引き続き入居可能です。 

エ．事業所が解散した場合、破産した場合又は、やむを得ない事由により事業所を閉鎖し

た場合 

オ．事業所の施設、設備等の減失や重大な毀損により、入居者に対する施設サービスの提

供が不可能になった場合 

カ．事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は、指定を辞退した場合 

キ．入居者からの退居の申し出を行った場合 

ク．事業所からの退居の申し出を行った場合 

（２）入居者からの退居の申し出（中途解約・契約解除）（契約書第１５条、第１６条参照） 

契約の有効期間であっても、入居者又はその家族から事業所に退居を申し出ることがで

きます。その場合には、退居を希望する日の７日前までに退居申出書をご提出ください。 

    但し、以下の場合には、即時に契約を解約・解除し、事業所を退居することができます。 

ア．介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

イ．事業所の運営規定の変更に同意できない場合 

ウ．入居者が入院された場合 

エ．事業所又はその職員が正当な理由なく本契約に定める施設サービスを実施しない場合 

オ．事業所又はその職員が守秘義務に違反した場合 

カ．事業所又はその職員が故意又は過失により入居者又はその家族の身体・財物・信用等

を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる



 12 

場合 

キ．他の入居者が入居者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐れがあ

る場合において事業所が適切な対応をとらない場合 

（３）事業所からの申し出により退居していただく場合（契約解除）（契約書第１７条参照） 

    以下の事項に該当する場合には、当事業所から退居していただくことがあります。 

ア．入居者及びその家族が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、

故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事

情を生じさせた場合 

イ．入居者によるサービス利用料金の支払いが、６ヶ月以上遅延し、相当期間を定めた催

告にもかかわらず、これが支払われない場合 

ウ．入居者が故意又は重大な過失により、事業所又はその職員もしくは他の入居者等の生

命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことなどによって、本契

約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

エ．入居者が連続して３ヶ月以上病院又は診療所に入院すると見込まれる場合もしくは入

院した場合 

     ※入居者が病院等に入院された場合の対応については、契約書第１９条参照。 

オ．入居者が介護保険施設に入居（院）した場合 

（４）円滑な退居のための援助（契約書第１８条参照） 

入居者が事業所を退居する場合には、入居者及びその家族の希望により、事業所は入居

者の心身の状況、置かれている生活環境等を勘案し、円滑な退居のために必要な以下の援

助を、入居者及びその家族に対して速やかに行います。 

    ア．適切な病院もしくは診療所又は介護老人保険施設等の紹介 

    イ．居宅介護支援事業者の紹介 

    ウ．その他保健医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介 

 

７．身体拘束の廃止・虐待防止等について（契約書第２５条参照） 

（１）事業所は、入居者に対する身体拘束その他行動を制限する行為を行いません。 

   ただし、入居者又は他の入居者等の生命・身体を保護するために緊急やむえない場合は、

理由等の記録を記載するなど、適正な手続きにより身体等を拘束する場合があります。 

（２）事業所は、入居者の人権の擁護・虐待等の防止のため、虐待防止に関する責任者を定め、

事業所における虐待防止に必要な体制整備を行います。 

 

８．事故発生時の対応について（契約書第２３条参照） 

 （１）事業所は、入居者に対する施設サービスの提供により事故が発生した場合は、入居者の

ご家族、関係都道府県及び市町村への連絡を行うと共に必要な措置を講じます。 

（２）事故の状況及びその際に取った措置について記録します。 

 （３）事業所は、入居者に対する施設サービスの提供により発生した事故について、その内容

の検証を行い、再発防止対策を講ずるものとします。 

 

９．相談及び苦情の受付けについて（契約書第２４条参照） 

 （１）事業所に係る苦情に迅速かつ適切に対応するために苦情を受付けるための窓口を設置し

ています。苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。また、苦情受付ボックスを事

業所内「ホール」に設置しています。 

      ○苦情受付窓口（担当者） 「職名」 介護主任  「氏名」 八島 千春 

      ○受 付 時 間       毎週月曜日～金曜日（祝日・１２月３０日から 

                            １月３日は除く） 

                   ８：３０ ～ １７：３０ 

      ○電 話 番 号       ０１５７－５７－３７１６ 
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（２）事業所による解決を望まない場合、又は当事者間の話し合いが困難な場合は、以下の行

政機関等に申し出ることもできます。 

※ 行政機関及びその他受付け機関 

北見市保健福祉部介護福祉課 

所在地  北見市大通西３丁目１番地１ 

電話番号 ０１５７‐２５‐１１４４ 

ＦＡＸ  ０１５７‐２６‐６３２３ 

北海道福祉サ－ビス運営適正化委員会 

所在地 札幌市中央区北２条７丁目 

     北海道社会福祉総合センター 

（かでる２・７）５Ｆ 

電話番号 ０１１‐２０４‐６３１０ 

ＦＡＸ  ０１１‐２０４‐６３１１ 

 

北海道国民健康保険団体連合会 

 

所在地 札幌市中央区南２条西１４丁目  

国保会館６階 

電話番号 ０１１‐２３１‐５１６１ 

ＦＡＸ  ０１１‐２３３‐２１７８ 

（３）苦情を受付けた場合には、苦情の内容及びその後の措置について記録するものとします。 

 

１０．連帯保証人について（契約書２６・２７・２８条参照） 

（１）連帯保証人は、入居者と連帯して、入居者の債務を負担するものとする。 

（２）利用料の請求書等は、入居者の心身の状態を勘案し、連帯保証人に送付するものとする。 

（３）行政等からの郵便物等については（２）と同様とする。 
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令和   年   月   日 

 

 

入居者              の指定地域密着型介護老人福祉施設サービスの提供の開始に際し、

本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

事業所名 社会福祉法人きたの愛光会 

特別養護老人ホームこもれびの里緑ヶ丘 

 

           説 明 者  職  名 介護主任 

 

                  氏  名                       ㊞ 

 

 

 私は、本書面に基づいて事業所から重要事項の説明を受け、指定地域密着型介護老人福祉施設

サービスの提供開始に同意しました。 

 

入 居 者   住   所                   

記 入 欄 

        氏   名                 ㊞ 

 

        

代筆者名（本人署名が困難な場合）              ㊞ 

               （続柄             ）   

        

       代筆の理由                           

 

 

 

                  住   所                   

同 意 者 

記 入 欄 

                  氏   名                 ㊞ 

                        （続柄等             ） 

 

 

 

 

 

 

 

※ この重要事項説明書は、厚生労働省令３９号（平成１１年３月３１日）第４条の規定に基づき、

入居申込者または、その家族への重要事項説明のために作成したものです。 

 

 


